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研究成果の概要（和文）：認知症高齢者の介護には、地域の様々な社会資源の協働・連携が不可

欠である。今後の認知症高齢者の介護は家族任せでなく、また、施設か在宅かの二者択一でも

なく、地域内の様々な組織や集団が連携・協力して担っていかなくてはならない。その際、地

域の介護施設の有する認知症介護の専門的知識や介護技術・介護方法は広く利用・活用できる。

地域において住民参加型の認知症ケア・システムを作りだすことが重要である。 
 
研究成果の概要（英文）：Elderly persons with dementia have been taken care mainly by their 
family. Generally, the burden has been heavy for the family. A community care is one of the 
most useful ways of caring for elderly persons with dementia. It needs collaboration 
between various groups / organizations in a community: residents, care facilities, hospitals, 
NPO, the local government and so on. The role of care facilities is especially important in 
making a community care system for the demented elderly. They can contribute to improve 
residents’ capacity to deal with dementia. Residents could learn what dementia is, how to 
take care of the demented elderly on every occasion.   
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１．研究開始当初の背景 
 
（1）認知症高齢者の増加 
認知症高齢者の数が急増し、今後とも増加の
一途をたどると見込まれていた。認知症高齢

者の数は２００２年には１５０万人であっ
たが、２０３０年には３５０万人に登ると推
定されている。 
（2）認知症高齢者を抱える家族の介護負担
の大きさ 
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認知症高齢者の介護の適切な受け皿が見当
たらない状況が続くなか、認知症高齢者をか
かえる家族が介護に悩み、心身ともに疲弊し、
虐待に走る場合も多かった。高齢者の介護問
題が社会問題になっていた。家族だけに介護
の負担が課せられた結果であると思われる。 
（3）認知症高齢者にとっての「住みなれた
地域」の重要性 
認知症高齢者にとって、一日でも長く住みな
れた地域で暮らし続けることができること
が望ましい。認知症高齢者の生活の質を実現
するためにも高齢者の生活の舞台である地
域がきわめて重要である。なぜなら、認知症
であってもなくても、一人の人間が生活して
いくためには、家庭だけでも職場や施設だけ
でも不十分であって、地域というより広い舞
台が必要だからである。 
（4）地域にある介護施設の役割 
地域にある認知症介護事業所・介護施設に蓄
積された介護に関する専門的知識や技術を、
地域住民が利用・活用することが出来るはず
である。地域にある介護施設は、地域の貴重
な社会資源である。 
（5）認知症ケアを支える地域の形成の重要
性 
認知症高齢者の生活の舞台としての地域社
会の形成が急務である。家族頼みの介護から
地域ぐるみの介護へと変えていかなければ
ならない。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、増え続ける認知症高齢者の
介護を地域全体で支える試みを行っている
地域の特徴を解明することにある。増加の一
途をたどる認知症高齢者の今後の暮らし、生
活の質は、それぞれの地域が介護資源をどれ
だけ動員できるかにかかっている。フォーマ
ルな資源（病院・診療所などの医療資源と特
別養護老人ホーム・グループホーム・ヘルパ
ーによる訪問介護サービスなどの介護資源
がある）だけでなく、インフォーマルな介護
資源を発掘・動因し、両者が連携できる仕組
みを作り出すことが地域の課題である。介護
を家族だけに任せず、出来るだけ多くの人た
ちが地域社会のなかで関わりながら担って
いく試みを続けている地域にはそれぞれの
特徴がある。そうした地域の特徴をあきらか
にすることが本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 
（１）まず５つの研究対象地域を選定した。
（長野県上田市、岐阜県大垣市、岐阜県瑞穂
市、佐賀県佐賀市、福岡県大牟田市）いずれ
もその地域の様々な集団や組織（様々な地域
の社会資源）が独自にあるいは連携してその

地域の認知症高齢者の介護に取り組んでい
るところである。 
（２）それぞれの地域について調査・研究を
行った。 
①各研究対象地の行政等から当該地域の基
礎的資料・統計等を入手した。 
②地域の認知症介護の拠点施設の調査 
地域における主な介護拠点（特別養護老人ホ
ーム、デイサービス、宅老所等）における認
知症高齢者の介護の実態調査を行った。 
③地域の中の諸集団・所組織の活動の調査 
老人会、社会福祉協議会、ボランティア集団、
NPO など、地域の中で高齢者の介護活動に
携わる諸集団、諸組織の活動の実態調査を行 
った。 
 
４．研究成果 
 
（１）研究の主な成果 
本研究では、認知症高齢者の介護に地域を挙

げて取り組んでいる対象地において調査を

行い、それぞれの地域における認知症高齢者

の介護の特色を明らかにした。認知症高齢者

の介護に地域を挙げて取り組んでいる地域

には次にあげる特徴が見られた。 
 
①地域の中に多様な介護の場所の選択肢が

あること 
地域の中には、認知症高齢者が安心して集う

ことが出来る場所や集団がなくてはならな

い。認知症高齢者の好みや都合によって選択

可能ないくつかの選択肢が用意されている

必要がある。多くの場合、その選択肢は特別

養護老人ホームやデイサービスセンター、グ

ループホームなどの介護保険適用の施設で

ある。これらはすべてフォーマルなサービス

を提供する施設・場所である。認知症高齢者

は複数の施設・サービスの中から自分にあっ

た施設やサービスを選ぶことが出来る。地域

によっては制度的サービスの中にさまざま

なバリエーションが用意されていることが

ある。長野県上田市や佐賀県佐賀市では市独

自の「宅老所」が数多くみられる。利用者は

その中から自分の希望・条件にあったサービ

スを選ぶことが出来る。そのことによって、

利用者の満足度が高まるばかりでなく、施設

側も介護方法や経営についての努力をしな

ければならなくなる。一方、それに加えて、

介護保険外のいわゆるインフォーマルなサ

ービスを提供する組織や場所が用意されて

いる地域もある。行政からのわずかなサポー

トのもとで、自主的な集まりを定期的に持つ

集団も存在する。たとえば、上田市のある地

域の例を挙げよう。地域の老人センターで、



 

 

週２回、弁当やお菓子を持ち寄って開かれる

高齢女性の集いがある。およそ１０人から２

０人に及ぶ会の参加者たちは３０年もボラ

ンティア活動を一緒にやってきた集団であ

る。今日では、ほとんどの会員が高齢化し、

認知症になる人もでてきた。しかし、週２回

開かれる集まりに集い、昔からの仲間と一緒

に食事をし、歌を歌い、話をすることで、た

とえ認知症であっても、そこでは「普通の暮

らし」が出来ている。その集まりでは、各自

にそれぞれ役割が割り当てられている。座布

団を並べるとかお茶の用意をするとかであ

る。たとえ用意が出来なくても、仲間がそれ

となく手伝う。行政はそうした組織・集団に

対して多少の補助金を支給したり、場所を貸

すことによってその活動を支援している。参

加者は自らに割り当てられた役割を遂行す

ることによって、自分が誰かの役に立ってい

るという実感を得ることが出来る。このよう

に、多様で選択可能な施設・場所・サービス

があることは、認知症高齢者の「地域におけ

る生活の持続」にとって不可欠である。 
 
②認知症介護に携わる事業所が地域住民に

対して果たす役割が大きいこと。 
多くの場合、これまで認知症の介護は家族が

担ってきた。しかし、家族には、認知症やそ

の介護についての知識が備わっていないこ

とが多い。そのため、家族が介護に疲れ果て、

思わず虐待に走ることもある。また、地域の

住民のなかには認知症に対する偏見や思い

込みあるいは不安を持っている人もいる。い

ずれも認知症に対する正確な知識や対処方

法を知らないために起きるものである。地域

にある認知症介護事業所が、認知症や認知症

の介護について学習機会を設けたり、相談・

助言の機会を設けたり、住民と積極的に交流

することによって、認知症に対する地域の介

護力は格段に上昇する。岐阜県瑞穂市のある

地域においては、認知症の介護施設（デイサ

ービスセンターとグループホーム）の例を挙

げよう。瑞穂市にあるこの介護施設は、数多

くの地域のボランティアを受け入れたり、積

極的にデイサービスの利用者をまちなかの

店に買い物に連れて行ったり散歩に連れ出

している。こうした活動によって、この介護

施設は地域住民にたいして次の４つの貢献

をしている。第一に、住民への認知症に関す

る現場での教育である。認知症高齢者および

介護スタッフとの日常的な出会いによって、

住民は認知症の理解と介護のポイントを身

をもって学ぶことが出来る。第二に、住民の

人生設計力を高めることである。すなわち、

自らあるいは家族が認知症になったときに、

介護のためのどういう選択肢があり、どのよ

うな施設やサービスが自分にふさわしいか

を考える機会を提供している。第三に、「認

知症になっても安心して住み続けられる地

域」のモデルを提供していること。地域にお

ける貴重な社会資源が作られたということ

である。第四に、地域住民に対する「生きが

い」や「自己実現」の場の提供である。ボラ

ンティアとしてあるいはイベントの参加者

として施設に通ううち、住民には地域におけ

る新たな「居場所」がみつかる。職場でもな

く家庭でもない、地域における第三の居場所

が介護施設の中に出来つつある。 
 
③行政、介護事業所、地域住民３者の連携・

協働が必要であること。 
連携の様態や程度は異なったとしても、３者

の連携・協働は地域の認知症介護力を上昇さ

せるために不可欠である。 
たとえば、佐賀市の宅老所では、介護保険以

前においては、介護事業のほとんどが自主事

業であった。いわば制度外サービスを地道に

行っていたのである。その後、この事業の重

要性・必要性が県に認められ、小規模宅老所

として県下に多くの宅老所が作られていく

ことになった。地域住民の生活に密着したニ

ーズをいち早く察知し、制度の枠を超えてで

も、とりあえずそうしたニーズの充足に乗り

出した組織・NPO は地域における高齢者介

護の大きな推進力である。同時に、こうした

活動の意味を認め、財政支出を伴う制度的支

援をすることは、県や市町村といった行政の

重要な役割である。住民も、政治的選択をと

おして、また身近なところでは自宅を宅老所

に開放するなどして、地域における小規模宅

老所の設置に大きな役割を果たしてきた。３

者の連携・協力のあり方がその地域の介護力

の水準に大きく関与している。 
 
（２）得られた成果の国内外における位置づ
けとインパクト 
現在世界中が高齢化しつつあり、認知症患者
数は国内外で急増している。認知症高齢者が
地域で暮らし続けられる仕組みを作ること
は、日本だけでなく高齢化しつつある世界の
どの地域においても急務である。とりわけ介
護保険財政が逼迫し、制度の維持が今後困難
視される日本では、制度の維持という観点か
らも認知症高齢者の地域ケアシステムが必
要となる。認知症高齢者の生活の質を高める、
とい観点からも、このシステムの必要性が高
いことはいうまでもない。 
 



 

 

（３）今後の展望 
今後は、本研究の成果を踏まえて、認知症高
齢者が出来るだけ長く、できるだけその人ら
しさを保って（生活の質を保って）地域で生
活できるための条件を研究したい。施設か在
宅かの二分法ではなく、施設のケアと在宅で
のケアが統合されるような地域を作ってい
く必要があるだろう。そのような試みに取り
組んでいる地域の実態調査を行いたい。また、
制度外サービスを利用できる仕組みを作り
出した地域の実態調査を行い、そうしたサー
ビスの利用によって、認知症高齢者とその家
族の生活の質がどのように変化するか、さら
には、地域そのものがどのように変化してい
くかを明らかにしたい。 
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